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別記第１号様式（第３条関係） 

                           年  月  日  

新潟県知事         様 

                

                申請者 

 住 所       

 氏 名              印 

  

新潟県Ｕターン促進奨学金返還支援助成金支援対象者認定申請書 

 

 支援対象者の認定を受けたいので、新潟県Ｕターン促進奨学金返還支援助成

金交付要綱第３条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。 

 なお、この申請書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

記 

 

 

 

申請者 

住  所 
〒 

氏  名  

生年月日      年   月   日 

電話番号  

出身高校等（卒業年度）                （    年度卒） 

転入年月日   年   月   日              転入者人数 
    人 

転入時の年齢           歳 

 

 

就業形態 

 

 

※該当する項目にチェック（✔）をしてください。 

□ ア 県内に本社を有する会社等に就職 

□ イ 県内の個人事業者に就職 

□ ウ 県外に本社を有する会社等の県内の事業所

等に、県内での勤務を条件に就職 

□ エ 県内で個人事業（農業、漁業など）を営む、 

又は、その事業専従者 

□ オ 県内に本社を有する会社等を設立・経営 

（ア～ウのいずれかにチェックした場合、次の該当する項目にチェック（✔）をしてください） 

□ 雇用期間が１年以上（１年以上の雇用見込み及び期間の 

定めがない場合を含む。）の労働契約を締結している。 

□ 所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者 

の所定労働時間と同じである。 
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就業先等 

 

会社名等  

住  所  

※個人事業の場合は、「農業」など事業の内容が分かるように記載 

※会社経営の場合は、経営している会社名、住所を記載 

就業年月日        年   月   日 

 

 

 

 

 

 

奨学金等 

 

 

 

 

 

 

種  類 

※返還中の奨学金等について、該当する項目すべてにチ 

ェック（✔）をしてください。 

□ 日本学生支援機構の奨学金（第一種奨学金及び第二 

種奨学金） 

□ 新潟県奨学金（月額で貸与されたものに限る。） 

□ 母子・父子・寡婦福祉資金（修学資金） 

□ 生活福祉資金貸付制度（教育支援費） 

名  称  

借入総額                   円 

返還期間      年度   ～      年度 

返還残額                   円 

名  称  

借入総額                   円 

返還期間      年度   ～      年度 

返還残額                   円 

※「借入総額」欄は、専修学校の専門課程、高等専門学校（１年から３年在

学時を除く。） 、短期大学、大学又は大学院在学中に修学のために貸与を受

けた奨学金等の金額を記載 

※「返還残額」欄は、就業日の前年度の３月 31日現在の残額（利息は除く）

を記載 
 

暴力団員 

等の該当 

有無 

※次のいずれかにチェック（✔）をしてください。 
「新潟県暴力団排除条例（平成 23 年新潟県条例第 23 号）第２条

第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しく
は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと」
に該当 

     □ する         □ しない 

（添付書類） 

□ 住民票の写し □ 奨学金等の借入総額及び返還計画が分かる書類 

□ 奨学金等の借入総額に支援対象外のものが含まれている場合は、その金額が分かる 

書類 

 □ 就業した日の前年度末（３月 31日）の奨学金等の残額が分かる証明書又は書類 

 □ 履歴書 □ 県外での就業期間が分かる退職証明書 


